別　紙

第14期第2回神奈川県土地利用審査会　議事録

【開会】

(司会)

それでは第14期第2回土地利用審査会を開会します。
まず、始めに開会に当たりまして、田代土地水資源対策課長よりご挨拶を申し上げます。
（田代課長）

おはようございます。神奈川県土地水資源対策課長、田代でございます。
本日は年度末の大変お忙しい時期にお集まりいただきまして誠にありがとうございます。また、日ごろから本県の土地政策の推進に格別のご指導、ご助言を賜りまして重ねて御礼を申し上げます。本日は今期第2回目の土地利用審査会ということになります。どうぞよろしくお願いいたします。国土利用計画法では、ご案内のとおり地価の高騰を抑えて適切かつ合理的な土地利用を促進するために、各種の規定が設けられておりますが、その中でも本審査会は、事後届出における利用目的変更の勧告や、注視区域の指定を行う際などに、意見をいただく機関として位置づけられており、私どもといたしましても、県の土地取引規制について公正な判断を確保するためにきわめて重要な附属機関であると認識しております。後ほどの議題のなかで報告をさせていただきますが、先週の19日に新聞報道されております平成27年地価公示結果につきましては、県全体の用途別平均変動率のうち、住宅地、工業地が２年連続の上昇、商業地につきましては３年連続の上昇となっております。長く続いたバブル後のデフレの状況からようやく上昇の状況になってきていると、また、2020年の東京オリンピックパラリンピック等を控えまして、ますますそういった傾向が見えてくる部分もあるのかなと考えております。しかしながら一方で、県西部ですとか三浦半島地域ですとか一部地域においては下落が拡大しているところで、昨今の県内の地価をみますと、相模川を東西に分けて、あるいは三浦半島を含めますと二極化の様相もみえてきているところでございます。そうした中で国では地方創生に向けて様々な施策を打ち出されているところです。本県でも、人口減少、あるいは高齢化という流れの中で、今後の土地利用についてどのように考えていくか、極めて重要な課題と受け止めているところでございます。
今回附議事項としては特段の議題はございませんが、これらの課題に対しまして、本日お集まりいただきました皆様方から、各専門の分野の視点による貴重な意見を賜りまして、今後の土地政策に生かして参りたいと考えております。本日どうぞよろしくお願いいたします。
（司会）

ここからの議事進行については、本来であれば中津川会長にお願いするところですが、本日は、ご本人の健康上の理由で急遽、欠席となっております。そのため本日の議事進行については、神奈川県土地利用審査会条例第3条第3項の規定により、会長職務代理である竹森委員にお願いすることになります。それでは、これからは、竹森委員により議事の進行をお願いします。
【議題１　会議の公開について】

（会長職務代理）

それでは、私がこれからの議事を進行してまいります。まず会議に入る前に、会議の成立に関して定足数を満たしているか、事務局からご報告をお願いいたします。
（司会）

神奈川県土地利用審査会条例第4条第2項の規定により、定足数は会長に事故あるときは、その職務を代理する者を含む過半数の委員の出席となっております。本日は、職務代理をはじめ、４名の委員の出席をいただいておりますので、会議が成立していることを報告いたします。
（会長職務代理）

ありがとうございました。会議が成立していることを確認させていただきました。それでは、引き続き、会議の公開についての議事に入りたいと思います。事務局が事務局案を用意しておりますので、皆様にご説明お願いいたします。また、併せまして本日の傍聴者の有無もお願いします。

（司会）

本審査会については、神奈川県土地利用審査会運営規程第5条第1項の規程により、原則公開となっておりますが、行政の内部情報あるいは、法人の正当な利益を害するような情報等については、非公開となります。別添資料１をご覧ください。今回の審査会の公開の取扱いについて、事務局案をまとめさせていただきました。議題３の（２）のイの項目「助言事例等について」は、県情報公開条例第5条第2号に規定する「法人等の正当な利益を害する恐れがある情報」が含まれておりますので、非公開とさせていただきたいと考えております。その他本日の審議会における公開・非公開に関しましては、資料１のとおりとさせていただきたいと考えております。以上です。なお、傍聴につきましては、申し出はありませんでした。なお、途中、傍聴希望の方がいらっしゃれば、入室していただくこともありますので、あらかじめご了承願います。
（会長職務代理）
それでは資料１の事務局案について、皆様何かご意見ございますでしょうか。
（会長職務代理）
異議なしということでよろしいでしょうか。

（会長職務代理）

では、そのように決定いたしました。

【議題２　国土利用計画法の届出及び審査状況等について】
（会長職務代理）
続きまして、議題２のア「国土利用計画法の届出状況」について事務局から説明をお願いいたします。
（事務局）
＜資料２　「国土利用計画法届出審査状況について」により説明＞

（会長職務代理）

ありがとうございました。ただ今の説明について、ご質問、ご意見がございましたら、ご発言ください。
（室田委員）
面積については後で出てくるんでしょうか。どの位の規模が、例えば山林開発であるとか工業専用地域の変更であるとか、規模はどのくらいのものだったのか。

（事務局）
規模の統計は出しておりません。

（室田委員）

大規模なんですよね。

（事務局）
国土法の届出は、市街化区域は２千㎡以上、市街化調整区域は５千㎡以上と一定面積を超えるものの届出を受け付けているという状況ですので、基本は大規模のものと考えていただいて結構です。
（室田委員）
　　どの位大規模かというところはわからないですか。

（事務局）
個別の表はありますが、統計資料としては今回、まとめておりません。
（室田委員）
規模がどの位か、２千㎡でも５千㎡でも大きいんですけれど、ぎりぎり位なのかあるいは本当に大規模なものなのか、ちょっとイメージがつかなかったものですから、質問をさせていただきました。

（会長職務代理）
その他にはいかがでしょうか。ないようであれば、続きまして議題２のイ「助言事例等について」事務局からご説明をお願いいたします。

（事務局）
＜資料３　「助言事例について」により説明＞

（会長職務代理）

ありがとうございました。ただ今のご説明についてご質問、ご意見がございましたら、どうぞご発言ください。

【議題３　平成27年地価公示結果等について】
（会長職務代理）
それでは続きまして、議題３の「平成27年地価公示結果等について」事務局からご説明お願いいたします。

（事務局）

＜資料４　「平成27年地価公示（神奈川県分）について」により説明＞

（会長職務代理）
詳細なご説明ありがとうございました。まず公示の結果についての質問、ご意見を承わりましょうか。どうぞご発言ください。
公示結果で特にご意見なければ、次のフリートーキングのほうに移らせていただいて、その中で地価公示の件に関してもご質問なりご意見なりありましたら承るということにいたしましょう。先ほど事務局より、人口減少と地価の関係、二極化のお話が出ております。昨年５月新聞記事にありますように日本創生会議が、現在のペースで人口減少が進めば自治体の５割で女性が半減し、消滅する可能性があると発表したことは記憶に新しいところですけれども、本日ご参加の先生方の視点で人口減少や高齢化を切り口とした今後の土地利用でありますとか、まちづくりなどについてご意見や今後の課題等がありましたら、お話を承りたいということでございます。ここからフリートーキングで進めてまいりますので、さらにご自由にご発言お願いしたいと思います。
（室田委員）

県西地域の地価については、単純に二極化とは言えず、市町によって実態は異なる部分があるように思うのですが。
（事務局）

県西部について言えば、駅から遠い、鉄道の本数が少ない、乗り継ぎが悪いなど交通の利便性の劣るところで地価が下落傾向にあります。
（室田委員）

都市の吸引力についてですが、神奈川県の場合、多様な吸引力があると思うので、結構、複雑な動きをするんだろうと思います。
（織委員）

直感的なんですけれど、お祭りとかね、一生懸命やっているようなところというのは、やっぱり知名度が上がって、例えば開成町ですとあじさい、伊勢原だと曼珠沙華というのを結構打っているようなところは上がるなという気はしているんです。地元に愛着心があって祭りとかイベントとか季節のそういうのをやっているところは、一つ打破する何かがあるのかな、という気がします。そうでないと、どうしても普通の都市部みたいなところに埋没していってしまうという気はします。
（田代課長）

恐らく今後そういった街の魅力をアップするような取組みを、それぞれの自治体さんに実施していただくことが大事なのかなと思います。
（織委員）

古くからある街でも、どこでもあるスーパーやファミレスばかりで、一生懸命頑張ってはいるんですけれど、段々と均一化してしまっているという印象があります。その街じゃないとこれがないとか、そういうものが感じられないですね。
（室田委員）
全国どこでもそのような状況が発生しています。どこに行ってもどこでも見たことがあるような商業施設と飲食施設ばっかりで、それに押しつぶされているような感じの小さいお店がある。そういう状況は、全国同じといえば同じなんです。そこをどうやって小さいながらもお店が頑張れるかというところにかかるんですが。
（織委員）

頑張っているところで成功しているような市町村を、モデル都市みたいな形で県の方がもっとＰＲしていくということはあるかもしれないです。
（会長職務代理）
女性が住みたくなるような子育てをしてみたくなるような街にするためには、ということなんでしょうね。やっぱり子育て支援は必要なんでしょうね。
（和多委員）

配られている新聞記事ですが、自治体消滅、前から言われていることですが、限界集落がどうとかいろんなところで出てきちゃって、自治体がなくなるまでではないんじゃないか。それ位の危機感をもってまちづくり行政もあたった方がいいとは思うんですけど。関係なくなってしまうんですけど、神奈川ってあんまり、平成の合併ってなかったですよね。他の都道府県ではかなり合併したところが多くて、それに比べてやっていない県だったんだと思ったんですけれど。書き方が消滅可能性都市という書き方がちょっとかなり危機感を煽りすぎているかなと。

（田代課長）

増田レポート、衝撃を与える姿勢が出ているのかなと。
（室田委員）
例えば人口とか、あるいは地価という指標で街を捉えてしまうと、どうしても勝ち負けってなると思うんです。人口というのは増えないとすると、こっちに集中するとこっちはもちろんいなくなります。そうすると集中したところは高くなりますし、いなくなったところは安くなります。その話だけでいってしまうと、まちづくりでなくなるんではないかなと思っています。
（田代課長）

おっしゃるとおりで、人口論の部分で社会増の議論だけでやると勝ちか負けしか出てこないので、総論としては自然増を増やす、まさにおっしゃっていただいたような子育て支援ですとかというのは、長期的な部分で一番大事な部分だと思っています。一方でどうしても土地政策になってくると勝ち負けの議論になってくるんで、そうならないようにどうしたら全体をまとめることができるのか考えなきゃいけない。
（室田委員）
勝ち負け以外の評価が欲しいと思います。まちづくりを考える基本としては、例えばフランスの美しい村は美しさを競っているのであって、実際ものすごくきれいです。地域の本当に良さを活かしていて「あー素敵だなー」って皆思える、そういった街はあると思いますが、地価や人口減少とは違う価値観や評価が必要と思うんです。この話で話をどんどん進めていくと結局、勝ち負けだけの世界になっていって、そうすると誰かが勝って、誰かが必ず負けます、それをじゃ県はどういう政策でいきますか。どっちかを応援して補助するということはどっちかを必ずダメにするという議論になります。それは本当は避けた方がよろしいかと思います。
（田代課長）
社会増だけで視点を集めますとおっしゃるとおりで、どっかの勝ち負けになっちゃうんで、それは望ましくないと思っています。一方で消滅っていう部分に関してはどう考えていくかというのは、そこは真剣に考えなければいけないでしょうし、そのために市町村が頑張っていきたいという部分には県は支援していかないといけないのかな、という認識も一方で持っているところです。
（織委員）

そのバランスの問題だと思うんです。自治体の存続要件は何かということです。国で考えれば国土と人口と主権です。自治体で考えていくと土地があって、人がいて、財政があるというこの三つがキープできるかどうかっていう話になってくるので、そういう意味で人は重要だと思います。社会増だろうが、自然増だろうが、町民がいなくなれば、そこは自治体としては存続しなくなってくるし、人がいなくなれば税金は入ってこなくなってしまう、もちろん企業をもってくるという手もあると思うんですよね。その三つのバランスの中で自治体がスモールサイズでもいいから、自治体として存続しているということが重要だと思うんです。その中で、自分たちのキャラクターを活かしながら、その三つのバランスがきちっととれるようなまちづくり、村づくりっていうのをしていくのがたぶん必要です。だから全国一律的に人口がいいんだとか、土地の価格がいいんだとか、税制がいいんだとかいう話ではなくてそれぞれの自治体が選んだバランスっていうものが、その中で活かされていればいいのかなという気はします。
（会長職務代理）
時間もそろそろ迫ってまいりましたが、ご発言しそこなった方はございませんか。
ではこの辺りで締めさせていただいてよろしいでしょうか。では本日は、閉会とさせていただきます。
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